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社会福祉法人アップルミント 平成 3１年度本部事業計画 
 

Ⅰ、基本理念   
・当法人は、社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確実に、効果的かつ適

正に行うため、自主的にその経営基盤の強化を図るとともに、その提供する福祉サービス

の質の向上並びに事業経営の透明性の確保を図り、もって地域福祉の推進に努めてまいり

ます。 
・障害のある人たちが、人としての尊厳が守られ幸福な人生を享受できるよう支援するた

めに、職員は福祉職員としての倫理観と専門性を高めるとともに自らの使命を人間愛と奉

仕の心で誠実に実行してまいります。 
 
Ⅱ、基本方針（目標） 
 基本理念を達成するため、次に掲げる取り組みを行い、一人ひとりのニーズに即した一

貫した支援の継続により、利用者が自分らしい地域生活を実現できるよう努めてまいりま

す。 
（１）「個別支援に計画」基づく支援 
（２）サービスの更なる質の向上 
（３）人権の擁護 
（４）人材の育成と働きやすい職場づくり 
（５）地域交流の推進 
（６）コンプライアンス体制や危機管理体制の強化 
 
Ⅲ、平成 3１年度事業計画（重点取組内容） 
 基本方針を踏まえ、重点取組内容として、多職種協働で取り組む利用サービスの更なる

充実を次により行います。 
 ビジョン（構想像） 平成 3１年度計画 
１ ①財務諸表・現況報告書等の公表 

 
・改正社会福祉法において義務付けられた財

務諸表や現況報告書等の備置・閲覧や公表（ホ

ームページ）を適切に実施し、法人運営の透

明性の確保を図る 
２ ①社会福祉充実残額の明確化 

 
②社会福祉充実計画の作成と実施 
 

・会計年度ごとに社会福祉充実残額を明確化

する。 
・社会福祉充実残額が発生した場合は福祉法

に基づき社会福祉充実計画を作成すると共に

その確実な実施を図る。 
３ ①利用者サービスの更なる充実 ・アセスメントに基づいた個別支援計画を作
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成し、個々のニーズに沿った質が高く専門的

なサービスの提供に多職種協働で取り組む。 
・利用者の高齢化や重度障害者等、心身機能

の低下への対応として理学療法士や言語聴覚

士、支援員等によるリハビリテーションの充

実を図る 
・パン工房増築による就労系事業の販売促進

を図り、Ｂ型事業の利用者賃金の向上に努め

る。 
 

４ ①地域公益活動の検討と具体化 ・地域公益活動の展開に向けて、パン工房増

築に合わせて相談窓口を設置することや地域

のサロン等に開放をする（８月頃より実施予

定） 
５ ①事業収入の安定的確保 

 
 
 
②財務管理の強化と経費削減 

・稼働率の向上により事業収入の安定的確保

を図る（ペパーミント利用者３人増加、ロー

ズマリー利用者２名増加）３１年度ペパーミ

ント定員３０名予定 
・予算管理の徹底や財務管理体制の強化を図

るとともに経費節減に努める。他者との合い

見積もりを行い、経費の見直しを図る 
６ ①利用者の人権の尊重 

 
 
②サービス向上の質の向上 
 
 
 
③人材の育成 
 ・法人内研修の充実 
 ・研修とＯＪＴの推進 

・エルダー制度の充実 
 
 
 
 

・人権意識を高めるとともに、日常的な接遇

について点検を行い人権尊重の徹底を図る 
・サービスの質の向上を図るために継続的で

実効性のある取り組みを推進する（自己の振

り返りシートを作成することで支援の見直し

を図る） 
・法人内研修を計画的に実施し、職員の資質

向上を図る（月１回の勉強会の定着） 
・研修の充実を図ると共に日常の業務をとお

して人材育成（ＯＪＴ）の推進を図る・エル

ダー制度の充実により、体制の強化を図る 
・サービス評価の実施を行い、サービスの点

検と改善を図る 
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Ⅳ、中長期目標 
 中期計画（平成 3２・3３年度） 長期計画（平成 3４年度以降） 

７ ①職員の処遇改善・職場環境の整備 
 
 
②人材育成と働きやすい職場づくり 
 
 
③人事考課制度の導入 
 
 
 
 
③職員の満足度調査等の実施 
 
 
④法人の総合力の発揮 

・職員の処遇改善や職場環境の整備に努め、

職員が生き生きと働くことのできる環境の整

備を図る 
・年次有給休暇の取得を促進 
・仕事と育児の両立が出来るような環境整備 
・人事考課制度による職員育成と人材活用 
・人事考課による給与・手当等の検討・評価  
・主任制度において、試験を取り入れ評価を

行う。 
・職員の満足度調査やストレス診断などを継

続的に実施し、必要な対策を適切に講じるこ

とにより組織の活性化を図る 
・職員研修などをとおして法人のスケールメ

リット（同種の物が多く集まる事により単体

よりも大きな効果を得られること）や総合力

を活かす 
８ ①コンプライアンス体制の強化 

 
 
②危機管理の強化 

・情報管理の徹底、各種法令や基準等の遵守

などコンプライアンス体制を強化し法人とし

ての信頼性の向上を図る 
・リスクマネージャーの養成研修などをとお

してリスク管理を強化し、より安心で安全な

体制の構築を図る 
・防災士を中心に危機管理計画の策定や訓練

の実施、計画の定期的な見直しなどを行い非

常時対策の充実を図る 
９ ①新たな事業の展開 ・地域に開かれた法人・施設運営を構築する。 

・他法人、医療機関、市民団体等との連携・（協

力のもと地域に対する相談窓口の設置を行

う。 
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１ ①理事会・評議員全体の開催、円滑な

運用を図る。 
①理事会・評議員全体の開催、円滑な運用を

図っていく。 
２ ①財務諸表・現況報告書等の公表 

・情報開示等による法人経営の透明性

の向上 

①財務諸表・現況報告書等の公表 
・情報開示等による法人経営の透明性の向上

を図る。 
３ ①社会福祉充実残額の明確化 

・会計年度ごとに社会福祉充実残額を

明確化する。 
②社会福祉充実計画の作成と実施 
・社会福祉充実残額が発生した場合は

福祉法に基づき社会福祉充実計画を作

成すると共にその確実な実施を図る。 

①社会福祉充実残額の明確化 
・会計年度ごとに社会福祉充実残額を明確化

する。 
②社会福祉充実計画の作成と実施 
・社会福祉充実残額が発生した場合は、社会

福祉充実計画を作成すると共に、理事会等の

承認を得てからその確実な実施を図る。 
４ ①地域公益活動の検討と具体化 

・地域行事などへの積極的な参加 
・災害対応能力の整備・強化 
・コミュニティカフェなど、居場所づ

くりや総合相談窓口など具体的な地域

公益事業の実施 
・地域住民等の方々の興味のある研修

会の開催 

・備蓄食料などの拡大（地域対象）を図る。 
・生活困難者に対する相談支援事業の実施。 
・コミュニティカフェなど、高齢者の居場所

づくりや地域住民に対する相談窓口など定

着化を図り、必要に応じてその評価をおこな

う。 
・地域住民等の方々の興味のある研修会の開

催を実施する。 
５ ①事業収入の安定的確保 

 ・収支の均衡を保った事業の展開 
②財務管理の強化と経費削減 
・予算管理の徹底や財務管理体制の強

化を図るとともに経費節減に努める 

・稼働率の向上や各種加算の確保などにより

事業収入の安定的確保を図る 
・予算管理の徹底や財務管理体制の強化を図

るとともに経費節減に努める 

６ ①体系的な職員教育の実施、倫理教育

の充実 
・職場改善意識の向上 
・幅広いニーズに適切に対応できる専

門性と業務手順の見直し 
・職員提案による職場改善意識の向上 
 

・幅広いニーズに適切に対応できる専門性と

業務手順の見直し・評価 
・職員の能力開発・教育の充実（研修参加） 
・職員の研究・取組み成果の発表の確保と評

価 
・職員提案による職場改善意識の向上・評価 
・虐待防止・法令遵守の職員意識の向上 

７ ①職員の処遇改善・職場環境の整備 
・福利厚生の充実 
・年次有給休暇の取得を促進 
 

・職員の処遇改善や職場環境の整備に努め、

職員が生き生きと働くことのできる環境の

整備を図る 
・年次有給休暇の取得を促進 
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②人事考課制度の導入 
・人事考課制度の運用に基づき考課者

に対するマニュアルを作成し、マニュ

アルに沿って公平・公正に運用する 
・人事考課による給与・手当等の検討・

評価 
③キャリアパス制度の明確化・活用 
④職員の満足度調査等の実施 
 
 

・人事考課制度による職員育成と人材活用 
・人事考課による給与・手当等の検討・評価 
・職員の満足度調査やストレス診断などを継

続的に実施し、必要な対策を適切に講じるこ

とにより組織の活性化を図る 
・職員研修などをとおして法人のスケールメ

リット（同種の物が多く集まる事により単体

よりも大きな効果を得られること）や総合力

を活かす 

８ ①コンプライアンス体制の強化 
・情報管理の徹底、各種法令や基準等

の遵守などコンプライアンス体制を強

化し法人としての信頼性の向上を図る 
②危機管理の強化 
・災害時の防災計画体制の整備 
・災害対応能力の強化 
・地震発生後における初動対応を迅速

に行う 
・初動対応職員の把握や応援要請方法、

緊急時の移動方法、非常時の安否確認

体制の確立 
・法人組織の体制整備、コンプライア

ンス・リスクマネジメントの徹底 
・当施設、防災士を中心に事業継続計

画の策定や訓練の実施、計画の定期

的な見直しなどを行い非常時対策の

充実を図る 

・情報管理の徹底、各種法令や基準等の遵守

などコンプライアンス体制を強化し法人と

しての信頼性の向上を図っていく。 
 
 
・地域との密接な協力体制の構築 
初動対応職員の把握や応援要請方法、緊急時

の移動方法、非常時の安否確認体制の確立等

必要に応じて防災計画の見直しを行う 
・集中豪雨や台風に伴う河川の氾濫や土砂災

害等の風水害に十分な対応ができるように、

常日頃から地域の状況を的確に把握し、防災

計画の定期的な見直しを行う 

９ ①新たな事業の展開 
・平成 33 年度の国庫補助事業として介

護保険に移行した知的障がい者のグル

ープホーム事業の開設準備 
・土地の確保など計画的な取り組み 

・新たな高齢者用グループホーム建設に向け

て建物面積や間取り等について詳細な検討

を行い、建設に向け計画的な取り組みを行

う。 
 

 


